
1

●中国の海上警備を担う海警局は台湾東方の海域で船舶によ
るパトロールを実施したと発表。
●台湾最大野党・国民党の鄭麗文主席が米国を訪問。
●台湾海巡署は中国海警局の台湾・南東沖での活動に対し、
巡視船を派遣し監視中だと発表。

1

●防衛省統合幕僚監部は中国海軍の空母「遼寧」で5月26～28
日、艦載の戦闘機やヘリコプターの発着艦が計約170回あった
のを確認したと発表。
●経済産業省と財務省は韓国産と中国産、台湾産の熱延鋼
帯・鋼板と冷延鋼帯・鋼板を対象にアンチダンピング（反不
当廉売）調査を開始すると発表。
●経済協力開発機構（OECD）は中国に主要な拠点を置く製造
業の企業が、ほかの地域にある競合企業の3～8倍の政府補助
金を受け取っていたとする報告書を発表。

2
●電機・情報通信技術（ICT）の総合展示「COMPTEX2026」が
台北市で開幕。5日まで。

2

●米商務省は最先端のAI（人工知能）半導体の輸出につい
て、中国企業の海外関連会社向けにも許可を取得する必要が
あると明確化する指針を公表。
●米通商代表部（USTR）は、日本や中国、EUなど60カ国・地
域が強制労働で生産された製品への対策を十分取っていない
として追加関税を課す案を公表。

4

●天安門事件から37年。中国当局が遺族に対し同日に墓参り
することを禁じた。
●中国外務省は台湾を5月に訪れたニュージーランドの国会議
員4人に中国への入国禁止措置を科したと発表。
●介護・福祉関連の見本市「チャイナエイド」が上海で開か
れた。6日まで。

3

●米英豪など5カ国の機密情報協力の枠組み「ファイブ・アイ
ズ」に参加する情報機関が中国のスパイ活動に対して共同で
警告を出した。
●ルビオ米国務長官が天安門事件から37年となるのを機に
「いかなる検閲も過去を消し去ることはできない」と声明を
出した。

5

●習近平国家主席がラオスのトンルン国家主席と北京で会
談。両国の外交・国防・公安担当の閣僚協議「3プラス3」を
立ち上げることで合意。
●中国人民解放軍の東部戦区はオランダ軍のフリゲート艦が
台湾海峡を通過したと発表。

4

●中国でNHKの天安門事件のニュースが遮断された。●木原官
房長官が天安門事件から37年になったことを受け「自由や基
本的人権の尊重、法の支配が中国においても保障されること
が重要」と指摘した。

6

●中国共産党序列5位の蔡奇中央政治局常務委員が党幹部を発
掘・養成する「中央党校」の校長を兼任していることが分
かった。
●中国の交通運輸省は台湾東方の海域で海上交通の特別取り
締まり活動を実施。

5
●米スペースXがナスダック市場への新規株式公開（IPO）に
あたり、中国本土や香港の投資家の参加を排除していること
が明らかになった。

7

●中国人民銀行（中央銀行）が発表した5月末の外貨準備の内
訳によると、金の保有量は前月末比0.4%増の約2331トンだっ
た。
●台湾の海巡署は台湾側が中国船の航行を制限している台湾
本島周辺の「制限水域」に中国公船4隻が入ったと発表。

8

●財務省が発表した4月の国際収支統計（速報）によると、海
外とのモノやサービスなどの取引状況を示す経常収支は3兆
9078億円の黒字だった。
●習近平国家主席が朝鮮労働党機関紙「労働新聞」に寄稿
し、日本を念頭に批判。「軍国主義の復活をたくらみ、地域
の安全と安定に害を及ぼす全ての野望と策動に反対しなけれ
ばならない」と表明した。
●スウェーデンのストックホルム国際平和研究所は、使える
状態にある世界の核弾頭が1月時点で前年比131発増の9745発
だったと発表。中国は1月時点で前年比20発増の620発だっ
た。
●米国防総省はアリババ集団や比亜迪（BYD）などを中国軍と
関連のある「中国軍事企業」に指定したと発表。
●日中の経済協力を進める日本国際貿易促進協会の会長・河
野洋平元衆院議長が逝去。

8
●習近平国家主席が北朝鮮を訪問し金正恩総書記と会談。
●中国の交通運輸省の船舶が台湾東方の海域で中国国旗を掲
揚していたことが分かった。

9

●中国海警局の船が今月与那国島南方の日本の排他的経済水
域（EEZ）を航行した際、中国の管轄権を主張していたことが
判明した。
●台湾の政治大学内にある「安倍晋三研究センター」が都内
で日台関係をテーマにしたシンポジウムを開催。

9

●中国税関総署が発表した5月の貿易統計（ドル建て）による
と、原油の輸入量は前年同月と比べて29％減少。また、輸出
は前年同月比19.4％増の3767億ドル（約60兆円）で輸入は
27.4％増の2713億ドルだった。日本向けは輸出が10.9％増、
輸入が29.2％増加。
●台湾の財政部（財政省）が発表した貿易統計によると、5月
の輸出額は784億8000万ドル（約12兆5700億円）と前年同月比
で51.7%増えた。

10

●5月に行われたベッセント米財務長官と何立峰中国副首相と
の会談で、米国側が中国の対日禁輸措置に懸念を表明してい
たことがわかった。
●フィリピン沿岸警備隊などは南シナ海のスカボロー礁（中
国名・黄岩島）で中国が設置した浮遊式の構造物が確認され
たと発表し、中国に撤去を求めた。

2026年6月の主な出来事

中　　　国 日中およびその他
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10

●中国国家統計局が発表した5月の消費者物価指数（CPI）は
前年同月から1.2%上昇し、8カ月連続のプラス。工業卸売り物
価指数（PPI）は前年同月比3.9％の上昇。
●香港当局が昨年11月の高層住宅火災で補修会社幹部ら7人と
同社を含む2社を過失致死などの罪で起訴。

11

●東京都は台北市やソウル特別市とデジタル分野での協力強
化に向けた合意書（MOU）をそれぞれ締結した。
●中国共産党序列3位の趙楽際全国人民代表大会（全人代）常
務委員長が河野洋平元衆院議長の死去を受け遺族に弔電を
送った。
●中国に進出する日本企業で構成する中国日本商会は、中国
政府などに投資や事業環境の改善を訴える意見書「中国経済
と日本企業2026年白書」を公表。
●台湾との友好関係を重視する超党派議員連盟「日華議員懇
談会（日華懇）」が名称を「日本台湾友好議員連盟」に変更
すると発表。
●G7首脳らが中国やインドと貿易不均衡の是正などをオンラ
インで話し合った。中国の張国清副首相が参加。

11

●中国乗用車協会（CPCA）が公表した5月の自動車販売台数は
前年同月比22.3％減の153万台で、8カ月連続の減少。
●台湾の海巡署が南シナ海の太平島の周辺で台湾側が設定し
た禁止水域に中国公船が2隻入ったと発表。
●中国外務省はフィリピンのテオドロ国防相と家族に中国へ
の入国を禁止するなどの制裁を科すと発表。

12

●河野洋平元衆院議長が会長を務めていた日本国際貿易促進
協会（国貿促）は、6月下旬に予定していた代表団の訪中を延
期すると明らかにした。
●第28回上海国際映画祭が開幕。「日本映画週間」の開催は
見送られ、邦画上映や日本人審査員の登用も無し。
●鈴木農水相が愛媛県が開発した高級かんきつの苗木が中国
に流出している可能席があると明らかにした。

12

●台湾で経済政策の司令塔を担う国家発展委員会が、台湾企
業の対米投資を後押しする金融保証制度を創設。
●中国外務省はスパイ容疑で中国のミャンマー政策などを研
究する民間シンクタンクを創設した米国籍男性を拘束した。

15 ●G7サミットがフランスで開幕。

13
●王毅共産党政治局員兼外相がモンゴル・ウランバートルで
バトツェツェグ外相と会談。バトツェツェグ外相が「中国の
国家統一実現」を支持すると述べた。

16

●高市首相はG7サミットで中国による重要鉱物などの対日輸
出規制について「G7や同志国のサプライチェーン（供給網）
に深刻な影響を与えかねない。深刻に懸念している」と表
明。

15
●香港政府は2026～30年の経済・社会の運営方針を定める5カ
年計画の原案を公表し、意見公募を始めたと発表。

17

●財務省が発表した5月の貿易統計速報によると、輸出額から
輸入額を差し引いた貿易収支は3786億円の赤字となった。輸
出額は9兆5115億円で前年同月と比べて17.0%増、輸入額は9兆
8902億円で12.5%増加した。
●G7は重要鉱物の供給網強化に向けた成果文書を公表。中国
を念頭に、希土類と永久磁石について単一の特定国への依存
度を2030年までに60%未満へ引き下げることなどを盛り込ん
だ。
●フィリピン当局が南シナ海のスカボロー礁（中国名・黄岩
島）に中国が設置した浮遊式の構造物が撤去されたと明らか
にした。
●日本政府観光局が発表した5月の訪日外国人客数（推計値）
は、前年同月比3.6％減の355万9900人となり2カ月連続で減
少。国・地域別では、中国が60.4％減の31万3000人で6カ月連
続のマイナス。台湾は14.6％増の61万6800人だった。

16

●中国国家統計局が発表した5月の工業生産は前年同月比
4.5％増加、消費動向を示す小売売上高は前年同月比0.6％減
少。また、5月の主要70都市の新築住宅価格動向によると、前
月比で価格が下落したのは全体の74％にあたる52都市だっ
た。
●習近平国家主席とミャンマーのミンアウンフライン大統領
が北京で会談。「中国・ミャンマー経済回廊」の建設推進で
合意した。
●上海ディズニーリゾートが開園から10年。

19

●経済産業省と財務省はニッケルを含むステンレス冷延鋼板
と冷延鋼帯が中国と台湾から不当に安く輸出され、国内産業
に損害が出ていると判断したと発表。
●中国の国有旅行会社傘下のクルーズ船運航会社が日本に立
ち寄るプランの販売を再開したことがわかった。
●欧州連合（EU）は首脳会議を開き、対中国の貿易赤字を削
減するための措置を検討するよう執行機関の欧州委員会に指
示した。
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17

●中国の国家金融監督管理総局の丁向群局長は上海市内で講
演し「中小金融機関のリスク処理を進める」と述べた。
●王毅共産党政治局員兼外相が中国が目指す国際秩序の構想
に関する白書を発表。
●中国政府はミャンマー側と発表した共同声明で、ミャン
マーが東南アジア諸国連合（ASEAN）や国連といった国際的な
枠組みに「全面的かつ平等で建設的に参加」することを支持
すると表明。
●王毅共産党政治局員兼外相はイランのアラグチ外相と電話
で協議した。
●台湾の対中政策を担う大陸委員会は2024年以降に中国で拘
束されたり、行方不明になったりした台湾人が361人に上った
と明らかにした。
●中国と韓国の局長級協議が行われた。

20

●中国税関総署が公表した貿易データによると、5月のレア
アース（希土類）磁石の日本への輸出量は前月比34.6％減の
123トンだった。
●陸上自衛隊と米軍は南西地域の離島防衛を念頭に置いた共
同訓練「レゾリュート・ドラゴン」を開始。
●日本行きの団体旅行を募集していた中国の国有旅行会社
が、一転して募集を停止。

18

●台湾の頼清徳総統は海外メディア向けの会見で、台湾東部
沖で海警船などによる活動を強めている中国について「最大
のリスクであり唯一の脅威だ」と批判した。
●中国自然資源省は台湾東部沖で16～18日に海洋環境調査を
したと発表。

21
●日本商工会議所が中国への視察団を派遣。24日まで。
●日本国際貿易促進協会（国貿促）は会長代行の橋本岳衆院
議員をトップにして規模を縮小し中国を訪問。

19
●廃刊に追い込まれた香港の民主派紙「蘋果日報」の報道の
歩みを伝える展示が台北市で始まった。

22
●日本国際貿易促進協会（国貿促）の会長代行を務める自民
党の橋本岳氏が華春瑩外務次官と会談。

22

●中国人民銀行（中央銀行）が発表した6月の最優遇貸出金利
（LPR、ローンプライムレート）は期間1年が年3.0％、同5年
超が年3.5％だった。
●「中国国際サプライチェーン（供給網）促進博覧会」が北
京で開幕。
●中国商務省は米国の企業10社を輸出規制の対象リストに加
えたと発表。輸出管理法などに基づき軍民両用（デュアル
ユース）品の輸出を禁止する。
●中国財政省は政府調達において米企業46社の製品の購入を
禁止する通知を発表し、即日適用。
●台湾軍が中国軍の侵攻に対する即応訓練を開始。26日ま
で。

23
●政府が東シナ海の日中中間線の中国側海域で、中国が新た
にガス田の移動式掘削船を活動させたと明らかにした。

23

●世界経済フォーラム（WEF）が中国政府と共催する「夏季ダ
ボス会議」が大連で開幕。
●王毅共産党政治局員兼外相がインド・ニューデリーでアラ
ブ首長国連邦（UAE）高官と会談。

24

●木原官房長官が大連で日本人2人が5月、国家輸出輸入禁止
貨物密輸容疑で中国当局に拘束されたと明らかにした。
●蘇州市で日本人母子らが切り付けられ、中国人女性が死亡
した事件の発生から2年。
●米国務省は中国当局の船舶が台湾東方の海域で「法執行パ
トロール」と称して行った活動について「安定を著しく損な
う」とする声明を出した。

24

●香港紙・蘋果日報の廃刊から5年。
●中国商務省はデュアルユース品の管理を強化する通知を発
表。7月1日から施行。
●アジア最大級の通信見本市「MWC上海」が開幕。
●香港警察が国家安全条例違反の疑いで書店経営者ら2人を逮
捕し書籍などを押収した。

25

●外務省は2025年に全在外公館が外国人に発給した査証（ビ
ザ）件数が前年比約67万件増の786万2060件だったと発表。国
別では、中国が約571万件で7割超を占める。
●中国でスパイ摘発を担う国家安全省は排他的経済水域
（EEZ）などの境界画定交渉入りで合意した日本とフィリピン
に警告した。
●英科学誌「ネイチャー・メディシン」の編集部は2月に中国
の中南大学などの研究チームが公表したがん免疫薬に関する
論文を撤回した。臨床試験の登録情報と論文内容の不一致
や、研究手順の記載内容に不備が確認されたため。
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26

●習近平国家主席はカンボジア最高実力者のフン・セン上院
議長と北京で会談。安全保障の協力を深め、国境を越えた詐
欺事件を撲滅すると合意した。
●習近平国家主席はバングラデシュのタリク・ラーマン首相
と北京で会談し、中国の広域経済圏構想「一帯一路」に基づ
くインフラ整備などで協力を確認。
●全国人民代表大会（全人代）常務委員会は、人民解放軍の
最高位である「上将」3人の全人代代表資格を取り消した。
●北京市で高層ビルに小型の飛行機が衝突。
●台湾の韓国瑜・立法院長（国会議長）はワシントンでジョ
ンソン下院議長と会談し、安全保障や経済での協力を巡り意
見交換した。
●高齢者向けの介護用品を紹介する国際博覧会が遼寧省瀋陽
で開幕。

27
●中国とロシア両国の空軍は日本海と東シナ海、西太平洋の
上空で「戦略的合同飛行」を実施。

29

●中国で拘束されていた政府非公認のキリスト教福音派「シ
オン教会」の牧師や信徒ら9人が保釈されたことが分かった。
●習近平国家主席がベラルーシのルカシェンコ大統領と北京
で会談し、2国間関係を「高いレベル」で引き続き発展させる
ことで一致した。
●王文濤商務相が欧州連合（EU）の通商担当閣僚に当たる
シェフチョビッチ欧州委員とブリュッセルで閣僚級貿易協議
を開き、摩擦解消に向け集中的に議論を進める方向で一致し
た。

28
●第11管区海上保安本部が尖閣諸島沖の排他的経済水域で、
中国の海洋調査船がパイプのようなものを海中に下ろしてい
るのを確認。

29

●中国商務省は三菱電機ソフトウエアや防衛省防衛研究所な
ど日本の20企業・団体を輸出規制の対象リストに加え、禁輸
とは別に輸出審査を厳格化する対象企業も増やすと発表。日
本政府は抗議し撤回を要求。

30

●インド商工省傘下の貿易救済総局は日本と中国、ロシアか
ら輸入する熱間圧延鋼材に対する反ダンピング（不当廉売）
調査を開始した。
●政府が2026年版の通商白書をまとめ、新興国が中国製の部
品や素材への依存を高め世界的な「供給網途絶リスクがあ
る」と指摘。
●超党派の「中国による人権侵害を究明し行動する議員連
盟」など4つの議連は、中国で7月に施行される「民族団結進
歩促進法」を非難する声明を発表。
●大連でレアアース（希土類）関連製品の持ち出しを巡って
中国側に拘束された日本人2人が逮捕されていたことが分かっ
た。

●香港国家安全維持法施行から6年。
●中国国家統計局が発表した6月の製造業購買担当者景気指数
（PMI）は50.3だった。
●中国共産党は2025年末時点の党員数が1億128万6000人とな
り、前年から101万5000人増加したと発表。
●中国の人民解放軍と海警局は、南シナ海のスカボロー礁
（中国名・黄岩島）周辺の海空域でそれぞれパトロールを
行った。
●王毅共産党政治局員兼外相がルビオ米国務長官と電話で協
議した。
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